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シリーズ 

「ベンチャー興しによる日本構造改革のシナリオ」 

南部 修太郎 

【禁無断転載】 

 

 日本は、最近ようやく回復のきざしが見え始めたとはいえ、まだ構造不況の真っ只中と言っても

過言ではありません。いや、まさしくこれからが構造不況の本番なのかもしれません。このところの

政策立案の重点も、起業強化に明確にその軸足を移しています。正しく官民あげて、ハイテク・ベ

ンチャー興しを目的に様々な取り組みがなされていることは皆さん良くご存知のとおりです。 

 私は、日本では少数派だと思いますが、企業でコーポレート・ベンチャーリングという立場から、国

内外のベンチャーに対して微力ながら様々な支援活動を行っています。これまで企業の中で培っ

てきたハイテクＲ＆Ｄとその事業化という経験を活かして、日本のベンチャー興しを少しでもお手伝

いしたいと思ったのが、そもそもこの活動を始めた動機です。 

 したがって、まだ経験は浅いのですが、私も日本のベンチャー興しに係わる一人として、自らの現

場・現実の体験の中で日頃いろいろ思うことを、この場をお借りし上記の命題のシリーズとしてまと

め、お話させて頂ければと思います． 

 

 

第１回『日本の大企業からベンチャーは生まれるか？』 

  

（１）ベンチャーと大企業の関係 

 日本のベンチャー論のなかで、ともすればベンチャーをあたかも大企業の対立軸として位置付け、

「優秀で意欲のある若者は速やかに大企業から独立しベンチャーを興すべし！」というような、勇ま

しく熱い精神論的論調のものをよく見かけます。しかし正直いって私には、少し疑問に思えます。 

 

ベンチャーと大企業の協業関係は、米国においては極めて大事な戦略のひとつです。米国の大

企業においては、R&D の効率を高めるため、先行的な R&D はベンチャーにまかせ、自社の経営

資源は商品開発に集中する傾向にさえあります。このため、M&A に加え、A&D（Acquisition & 

Development、買収＆ビジネス開発）という取り組みも活発です。そしてこういう活動の中心であるコ

ーポレート・ベンチャーリングは、企業の中で極めて重要な戦略のひとつと考えられています。また

ベンチャーにとっても、大企業との様々の連携はマーケッティング先や売却先としてばかりでなく、

その成功のための極めて重要な戦略のひとつになっています。 

 米国ではベンチャーを取り巻く環境がひとつのシステムとしてうまく機能していると良く言われます

が、このシステムには大企業もしっかり組み込まれ、しかも極めて重要な役割を担っていると思いま

す。日本においても、いや日本の場合は特に、ベンチャー大企業双方にとって、「Win-Win 関係」

の構築がとても重要な戦略だと思います。少なくとも私はそう確信して、２年ほど前から少しずつ、



実際に、国内外のベンチャーを社内事業場に紹介したり、ベンチャー・キャピタルと組んで、ベンチ

ャーに対する経営指導や技術評価などのベンチャーリング活動を始めてきました。 

 

 実際に日米のベンチャーと接した私の印象について、少しお話ししたいと思います。率直な印象

として、日本のベンチャーは、米国のベンチャーと比較したとき、キラリと光る何かをお持ちだけれ

ど、経営全体を見たとき欠けているものがとても多いように思います。そういう意味で私どもの経営

支援活動は、ベンチャーにとって十分喜んで頂けるに足るものと思います。 

 またハイテク・ベンチャーへの投資活動で、その技術の目利きに日本のベンチャー・キャピタル

（ＶＣ）の弱みを補うため、企業で R&D経験のある人材による技術評価が必要だとよく言われます。

しかし私はそれ以上に、ハイテク技術の事業化にはその経験とスキルを持つ人材による経営指導

が重要だと思います。一般にいくら技術の素性が良くても、それが事業として成功する確率はそれ

だけでは大変低く、成功までにいかに多くの難関を乗り超えるスキルが経営に必要かは、多分Ｒ＆

Ｄとその事業化の経験を持つ人しか分からないことではないでしょうか。そしてそのようなスキルや

経験をもつ人材は、米国ではベンチャー・キャピタルにも多く存在するようですが、残念ながら今の

日本では多分企業の中にしか存在しないのではないのと思います。私はこの意味で、このようなコ

ーポレート・ベンチャリング活動が、日本のベンチャーのみならずＶＣにとっても、とても有意義なこ

とだと感じています。もちろん企業にとっても、前述のような米国型の経営を指向する限り重要であ

ることは言うまでもありません。 

*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-* 

 

（２）日本の大企業からベンチャーは生まれるか？ 

 米国の大企業は、ベンチャーとの連携が上手なばかりでなく、大企業自身がベンチャーの良い

供給源になっていることは、すでに多くの方の指摘する所です。しかし日本の大企業からは可能で

しょうか？ 

 日本ではまだ良いベンチャーが少なく、ベンチャーブームというよりベンチャー支援ブームではな

いかと言われるほどで、支援なのかぶら下がりなのか良く分からないような面も確かに多いようです。

日本は米国に比べ、いろんな面でベンチャーを取り巻く環境が現状ではまだ未成熟であり、残念

ながら、いくら『良いベンチャー出て来い』と熱く叫んでも、なかなかそう簡単に出てこないのは当た

り前ではないでしょうか。このため良いベンチャーを早くという焦りもあって、多くの金融機関やベン

チャー支援家達を中心に、大企業からのスピンオフやＭＢＯにベンチャーの供給を期待する声が

大きいのも、一面無理からぬことと思えます。 

 しかし、正直いって私は、それは現状を無視した甘い願望に過ぎないように思います。なぜなら、

大企業の内部にこそ現在の日本の構造問題の本質が存在していて、経営力も技術力も弱体化し

た大企業は、そのままではとても起業家が育つ環境ではないと思うからです。特にハイテク・ベンチ

ャーの場合は、何人かの仲間でのスピン・オフがその成功には重要ですが、大企業の内部でそう

いう状況が作れるとはとても思えません。また、そのような構造問題の本質を残したまま大企業から

ＭＢＯした企業に、大成功の可能性があるともとても思えません。 

 多くの方が指摘するように、米国と日本では、法律やベンチャー支援環境、金融システムや風土

の違いなど、様々な面でベンチャーを取り巻く環境が大きく違います。私はさらに、日本の企業自



身の意識や風土や構造も、米国の企業と随分と違うのではないかと思います。 

 米国の企業は、トップから末端までベンチャー精神に富んだ個人の集合で構成されていて、必

要に応じてベンチャーを取り込んだり、連携したり、また切り離したり、飛び出したり・・・と、極めて柔

軟な構造になっています。企業に働く個人も、それを当然のこととして日々行動しています。つまり

企業の内外の敷居が低く、たからベンチャーとの連携も柔軟にできる訳です。あたかも米国全体が

ひとつの大企業のように機能しているように思えます。 

 対する日本の企業は、ハイリスク・ハイリターンのベンチャー精神とは全く異なり、極論すれば硬

直した官僚組織のように、ローリスク・ノーリターンの価値観のもとに経営されているのではないと思

うほどです。最近でこそ経営効率の向上を目的にアライアンスやアウトソーシングの必要性が叫ば

れ、多少は改善傾向にありますが、しかし依然として一般に，ベンチャーに対してはまずあら探しか

ら入り、理由もなく信用しない傾向があります。そして失敗を必要以上に恐れ、なかなか決断しませ

ん。 

 

 ブランド指向が強いのも日本の大企業の特徴です。このためアーリーステージのベンチャーに対

して程、敷居が高くなる傾向があります。また、ベンチャーを紹介されても、強い『もたれ合い』の構

図から、何とか自社技術ですべてまかないたいとする傾向も強いようです．これらは、開発のコスト・

パフォーマンスについて無頓着だという、日本の経営の甘さのせいだと思いますが、これがしばし

ば日本の大企業はベンチャーの技術を横取りするという誤解にも繋がっているように思います。こ

れは本当は、日本のベンチャーの未熟な一面を示しているだけなのですが。（一般に日本のベン

チャーは、競争リスクに対するヘッジが甘く、特許などで自らを守ることにも無頓着だと思います。） 

 さらには、大企業ではベンチャー精神やベンチャーとの連携の重要性を頭では分かったつもりで

いても、実際にはなかなか行動できない人達が本当に多いのです。つまり、まさしくベンチャー興し

に苦しむ日本の縮図が、日本の大企業の中に存在するように思えます。もちろん私は、だから大企

業に全く期待するな、といいたいのではありません。大企業における人材や知識やノウハウなどの

すばらしい経営資源は、掛け値なしに超一級品だと思います。それがうまく活かされていないこと

に問題のポイントがあるのです。 

*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-* 

 

（３）ベンチャー興しは企業の構造改革から 

 日本の多くの企業の競争力低下は、米国企業に比較して極端に低いＲＯＥに象徴されるように明

らかです。この日本企業の経営力や技術力の弱体化は、企業構造の各細胞に至るまで及んでい

るように思います。そのひ弱な細胞をいくら切り出してベンチャーとして育てようとしても，とても急に

活性化するはずがありません。勿論、今後のリストラの進行の中でやむ得ずベンチャーを始め、初

めはひ弱でも徐々に経営力をつけていくという可能性も否定はしません。しかしもともとそういう意

識や風土のない所にそれを強いるのは、未熟児にいきなり歩行しろといっているようなもので、育

つかもしれませんが、社会コストはきっと大変高くつくと思います。 

 このため私は、まず日本の企業内部の構造を改革し、米国のようにベンチャー精神に富み、ベン

チャーとの柔軟な連携ができるように変革することが、日本の構造改革にとって大変効果的なので

はないかと思います。企業内部をまず米国のように生き生きした柔軟な構造に改革するということ



は、見方を変えれば米国型のシステムをまず企業の内部に作ってみようということだと思います．ベ

ンチャー興しは日本の構造改革のための有効な手段のひとつだと思いますが，まず日本の大企業

を構造改革する方が、経営トップの考え方次第ですが、実現性ははるかに高いのではないかと思

います。そしてこのような改革は，企業自身の競争力を高め、ベンチャーと企業双方にとって好都

合なばかりでなく、きっと大企業からの良いベンチャーの輩出をも可能にするものと思います． 

*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-* 

 

（４）既存企業がベンチャー化を牽引する 

 ベンチャー興しには、ベンチャーと大企業との良好な連携構築が重要なこと、またそのためには、

経営力の低下した日本の企業の構造改革が必須なことをお話しました。 

 激動の現代は、良く明治維新になぞらえて平成維新といわれます．皆さんもよくご存知のように、

この明治維新は、浪士達の活躍もあったでしょうが，結局は構造改革に成功した薩摩や長州など

の雄藩によってし遂げられました。またこのような構造改革を成し遂げたリーダ達は、古い組織の矛

盾を一番肌で感じていた下級武士達でした。 

 私は、平成維新でも同様に、前述の構造改革を早く成し遂げることに成功した強い生き生きした

企業が、主要な役割を果たすものと確信します。勿論、国を挙げてのベンチャー興しは大変大切

です。しかし、逆説的に聞こえるかもしれませんが、まず企業の構造改革こそが、日本のベンチャ

ー興しと構造改革にとって、緊急の課題だと思います。 

 また、その改革のリーダー達は、きっと古い組織（企業）の矛盾を肌で知る人達だとも思うのです

が、いかがでしょうか？。 

 

*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-* 

（なんぶ・しゅうたろう） 

松下技研（株） 

snambu@mrit.mei.co.jp 

［本文は、著者の個人的見解であり、所属する組織とは無関係です。］ 

［無断禁転載。全ての著作権は著者に属します］ 



 

シリーズ 

「ベンチャー興しによる日本構造改革のシナリオ」 

南部 修太郎 

【禁無断転載】 

 

 第２回『日本の最大の構造問題は何か？』 

 （１）日本の構造改革はなぜ必要か 

 "生あるものは必ず死ぬ"。生きるものの宿命です。しかし生物は死ぬからこそ、新しく環境に適応

した形に生れ変わり、生き残るともいえるのではないでしょうか。肉体は死滅しても、ＤＮＡとしてさら

に進化して生き続ける訳です。逆説的にいえば、死は生まれ変わりを促進するという意味で、大変

ポジテイブな意味を持つのではないかと思います。 

組織もまた生き物です。企業３０年寿命説と喧伝されるように、どんなに発展した企業もやがては

衰退し滅びます。それは様々のれき死を学べば、厳然たる真実として容易に理解できます。勿論

長く繁栄を続ける企業もあります。しかしそれは時代と環境の変化に適応して、ダイナミックに生ま

れ変わることができた場合に限られるのではないでしょうか。つまり組織においても生物におけると

同じく、死が大変ポジティブな意味を持っていると思われます。 

 いま企業を取り巻く環境は、５５体制の崩壊、かってない長期の不況、金融ビッグ・バンの進行な

ど、大変厳しく激変しています。これは、すでに１０年程前に終わった高度成長・キャッチアップ時

代からの変革が、それ以前の成功が大きかっただけに大変遅れたためと思われます。つまり死ぬ

べきものがなかなか死なず、それだけ新しい生まれ変わり（構造改革）が遅れたためではないでしょ

うか。 

 そこで今、日本の構造改革の必要性が叫ばれ、官民あげて様々な取り組みがなされています。

そのとき、かっては低迷したが今や世界最強のレベルに見事に復活した、ベンチャーに代表される

米国の経済システムをお手本にという動きは、自然なことではないでしょうか。 

 しかし、もともと異質な文化と環境のなかで、時間をかけて成立してきた米国型システムを日本に

導入するには、日本社会のすべてに渡る相当に思い切った構造改革を必要とすることは、容易に

予想されます。革命だ、平成維新だ、といわれる所以です。この意味で、現在進行中のビッグ・バ

ンは、あたかも、金融業界のみならず日本社会すべてにわたる構造改革を、地響きをあげて押し進

める革命の狼煙のように思えます。そしてベンチャー興しも、当然、この日本の構造問題と深く係わ

っていると思います。

*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-* 

 

（２）日本の最大の構造問題は、有能な経営者や指導者が少ないこと 



そもそも、日本の構造問題とは、何でしょうか？よく、過剰設備、過剰人員、過剰不良債権といわれ

ますが、私は、それらは結果であって、問題の本質ではないと思います。 

 私は、日本全体に有能な経営者（指導者）が少ないこと、また育つ仕組みができていないことが、

日本の最大の構造問題ではないかと思います。最近人員のリストラをあたかも良い経営のように見

なす向きもありますが、本当はその余剰雇用を引き起こした無能な経営者こそまず責任が追求され、

リストラの対象となるべきではないでしょうか？ 

 しかし一体どうして、日本はこうなってしまったのでしょう？ 

 思い起こせば、戦後の日本は焼け跡からの出発でした。経営者は皆若く、思い切った抜擢や、大

きな権限委譲、そして小さくシンプルな組織が当たり前だったと思います。その結果、評価も明確

で、特に意識しなくても経営者が自然に育つ環境だったのではないでしょうか。 

 そして日本は見事に復興し豊かになりました。多くの企業では、復興期の頃の経営者から３～５

世代も経た世代になり、サラリーマン社長の時代になりました。成長神話の中、組織は徐々に肥大

化し、責任も権限も、従って評価もあいまいな経営になっていったと思います。しかもキャッチアッ

プ時代では、企業の戦略や目標の設定にも左程の能力も必要とされず、多少いい加減な経営でも

あまり問題が生じなかったものと思います。 

 井沢元彦が「逆説の日本史」のなかで、日本人のアイデンテティは「和」であり、それが「倭」の国

の語源ではないかと書いています。私もなるほどと感心しました。その「和」は、戦後の復興期のよう

な皆が苦しいときには強みとして機能しましたが、やがて豊かな時代が続くにつれ、そんな時何度

も過去の日本史の中で繰り返されたように、その「和」は、「甘えの構造」に転化してしまったのでは

ないでしょうか？。 

 日米の経営者を比較して、米国の経営者は能力とステータスが比例しているけれど、日本では比

例していないと良く言われます。甘い経営が続く「甘えの構造」が支配する組織では、そうなるのは

自然ではないでしょうか？むしろ有能でない経営者の方が、かえってよかったのかも知れません。 

 日本のなかで「甘え」の組織の代表と言えば、公的な企業や組織です。しかし私は、多くの民間

企業も程度の差こそあれ、この点ではあまり変わらないのではないかと思います。つまり日本全体

が「甘えの構造」に陥ってしまい、有能な経営者（指導者）が生まれにくい環境になっていることが、

正しくこの弱体化した日本の最大の構造問題ではないかと思います。

*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-* 

 

（３）何が「甘えの構造」を生んだのか？ 

 この「甘えの構造」を生んだ直接の原因はなんでしょうか？私は主に下記の２点にあると思いま

す。 

＜怖い存在の不在…株主の権利が弱い＞ 

 日本では、株主の権利が弱いと良く言われます。株主の権利とは、投資に見合ったリターンを企

業に要求することです。日本では、株主と社長の権利が厳密には区分されず、また会社同士が株

式を持ち合う構造だったため、一層株主の存在感が不明確で、株主としての権利の自覚も不充分

だったのだと思います。また日本が間接金融中心で、直接金融が一般的でなかったことも、強い株

主が育たなかった原因かもしれません。  



 このため、ＲＯＥが低くそれが経営の課題だとは認識されても、経営実績が極端に低下しない限り、

経営責任を強く追求するような怖い存在は存在せず、従って経営者の新陳代謝も活発には行わ

れず、次第にぬるま湯的で「甘えの構造」の組織になっていったと思います。 

 一般に怖い存在がなく、滅びる恐れもない組織が弱体化するのは，歴史的必然です。これは、銀

行、ゼネコンや農業など、多くの保護された業界例を見ても明らかです。死ぬべきものが死なず、

生まれ変わりが阻害され、その結果それは部分的な死に止まらず、全体の死に繋がっていく。死ぬ

べきものが粛々と死に、新陳代謝が活発であることが、生き残るための大変大切な原理であること

を改めて強調したいと思います。 

＜経営者に要求される能力が低い…評価基準があいまい＞ 

 米国に比べ、経営者に要求される能力が低く、評価基準があいまいなことも、「甘えの構造」を生

む大きな原因だったのではないでしょうか。一般に組織が大きくなるほど、必然的に責任も評価も

あいまいになります。このためその結果としての人事は、権力の維持や組織内に形成された派閥の

論理や好感度といった、およそ経営能力とはかけはなれた尺度で決められがちです。そしてこうい

う競争を勝ち抜いた経営者は、また自分と似たタイプの者を後継者に選び勝ちです。 

 こうして、経営力の低下という日本の構造問題が生まれてきたと思います。一般に多くの組織で、

その滅亡の兆候はまずその人事に現れるという歴史的事実を、改めて真剣に考えるべきだと思い

ます。
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（４）有能な経営者を輩出させるための構造改革の提案 

 この構造改革のためには、企業内に、自然に、有能な経営者が輩出するような仕組みを作ること

が大切です。その構造改革ための施策を以下に２つ挙げたいと思います。これらはまた、良いベン

チャー経営者を育てるための施策でもあると思います。 

＜コーポレートガバナンスの徹底…株主の権利強化＞ 

 まず、経営者に対して、強く要求できる存在を確立することが必要だと思います。 

 バブソン大学のW.D.バイグレイブ教授によれば、かって米国にも類似の構造問題があり、改革が

進まず随分苦しんだそうです。結局、株主の強い権利行使を可能にし、コーポレート・ガバナンス

を徹底して有能な経営者への交代を強行することにより、現在のような有能な経営者が輩出する環

境が可能になったそうです。  

 日本でも同様に、株主の強い権利行使を可能にし、コーポレート・ガバナンスを徹底させる仕組

み作りが、有能な経営者を育てるために必須だと思います。かって、松下幸之助は、「利益は社会

への貢献度に対する社会の評価」と考え、利益が少ない経営は社会に貢献していないとして経営

責任を厳しく追求しました。そういう怖い存在を作ることが、有能な経営者を育てるには大切だと思

います。そしてそういう存在は、直接利害が一致する株主以外には成り得ないと思います。これは

ベンチャーの経営でも大切なことだと思います。 

 日本では役員がサラリーマンの上がりのように考えられていますが、全くおかしなことで、米国のよ

うに本来はそこからが厳しい競争の始まりであることを、経営者が身にしみて理解する仕組みが必



要だと思います。このためには商法の改革など、まだまだ現在の日本のインフラ改革は、不充分で

はないでしょうか？ 

 たとえば、ストック・オプション制度をとってみても、多くの方が指摘されるとおり、日本では規制が

多すぎると思います。米国では経営者の報酬は一般に、そのほとんどがストック・オプションで、し

かもその大部分が行使価格は付与時の株価を大幅に上回るプレミアム・オプションだと聞きます。

経営者の責務を考えれば極めて合理的な考えだと思います。同じことが自由に日本でも実施でき

るように、規制緩和が必要ではないでしょうか？ 

＜経営者の育成にベンチャーの仕組みを導入する＞ 

 企業内に有能な経営者を輩出させるには、経営者の評価を明確にする仕組みと、公正な競争原

理を導入することが有効だと思います。このためにはベンチャーの仕組みが大変参考になると思い

ます。私は、ベンチャーに似た、徹底した事業部制、分社制の導入が大変効果的だと思います。こ

れについては、また別の機会に改めてお話したいと思います。 

 いずれにしろ私は、このときの基本原理はベンチャー興しと同じく、競争原理の導入であり、多死

多産、新陳代謝の活発化であり、敗者復活を可能にする仕組みだと思います。勿論、合理的で柔

軟なアライアンスを活発に行うことも大切です。よく経営者育成と称してエリート教育などが実施さ

れていますが、私はそれは逆効果で、むしろ厳しい競争を勝ち抜きながら経験を積み、自ら経営

力を磨く機会を多く作ることのほうがはるかに大事な教育だと思います。 

 経営能力として大事なもののひとつに、人を見る目を高めることがあります。これはベンチャーキ

ャピタルにとっても大事な能力ですが、これを身につけていくためにも、やはり様々な人と接し、い

ろいろな経験を積み、自らの辞書の中身を充実させることがとても大事なのではないかと思いま

す。 

 ベンチャー興しも見方を変えれば、有能な経営者が少ないという日本の最大の構造問題解決を

目的に、企業の外に優れた経営者を育てようとする活動だとも言えるのではないでしょうか。この意

味でベンチャー興しは、まさしく今、日本のすべてが取り組まねばならない最大の課題であると実

感します。
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（５）株主の権利強化が有能な経営者を造る 

 日本の最大の構造問題は、有能な経営者（指導者）が少ないこと、また育つ仕組みもできていな

いことだとお話しました。またその解決には、経営者にとって怖い存在を作るため、株主によるコー

ポレート・ガバナンスを徹底すること、および小さな経営単位で経営者の評価を明確にし、公正な

競争原理を導入することが大切だとお話しました。これは、ベンチャーの経営にとっても参考になる

ことだと思います。  

 私の働く松下にも、かって極めて好業績をあげていた頃は、怖い存在の松下幸之助がいました。

後に神様の側面が強調され過ぎたため、皆さんはひょっとしたら意外に思うかもしれませんが、松

下幸之助の経営は、例えばある子会社が赤字を出せば、その子会社の経営陣は直ちに総入れ替

えという様に大変厳しかったそうです。これは名経営だということもありますが、私はオーナーつまり

大株主であったことが、それを可能にしたのではないかと思います。 



 今日本で、誰か同じことができるでしょうか？私は、それが可能な日本にすることが、すなわち日

本の構造改革ではないかと思うのですが、いかがでしょうか？ 
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シリーズ 

「ベンチャー興しによる日本構造改革のシナリオ」 

南部 修太郎 

【禁無断転載】 

 

 最近、日本企業の弱体化を示す象徴として、日本企業の ROE が米国企業に比べ極端に低いこ

とが良く言われます。この低 ROE の改善のためには、確かに多くの人が指摘する通り、ホワイトカラ

ーの生産性アップが最大の課題だと思います。なかでも日本企業にとって緊急に変革が必要なの

は、キャッチアップ時代が終わった今、時代に合った生産性に優れた R&D（研究開発、Research & 

Development）構造へ変革ではないでしょうか？ 

 ただ、日本企業の R&D構造について考えるとき、それは企業における生産性向上という単純な

問題ではなく、もっと根深い日本の構造的な問題と深く係わらざるを得ないように思えます。少なく

とも日本企業の R&D の構造改革は、ベンチャー興しと絡めて考えねばならない問題ではないでし

ょうか？ 

 今回はこの日本企業のR&Dの構造改革について、私見をお話したいと思います。なお今回は先

行的R&Dの構造改革だけに話を限り、事業部門におけるR&Dについては別の機会にお話しする

ことにしたいと思います。 
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第３回 「Ｒ＆Ｄにも分社制を導入し、企業内をシリコンバレー化する」 

 

（１）米国のベンチャー・システム 

 今米国の経済はややバブルの気配があることを差し引いても、世界最強といって過言ではありま

せん。そしてその立役者は、多くの人が指摘するように世界最強の R&D レベルを支える多くのハイ

テク・ベンチャー企業群です。 幸い私は今までの仕事の中で、米国の様々のベンチャーやベン

チャーを支える環境や仕組みについていろいろ学ぶ機会を得ました。そしてその実体を知るにつ

れ、この米国の R&D の仕組みが、今まで様々な折りに感じてきた日本の大企業の R&D体制にお

ける多くの課題を、非常に巧妙に解決していることを知り、大変感心しました。もちろん、このような

仕組みができるまでには、様々な背景や施策および試行錯誤が必要だったと思います。しかし、少

なくとも今、日本の R&D構造改革の指針を考えるときには格好のお手本となることは間違いありま

せん。 

 

 米国ベンチャーとそのインフラについてはすでに多くの紹介があるので、ここではその詳細は省

略しますが、重要な特徴をまとめれば以下の点でしょうか。 

１、自由で公正で徹底した競争環境と、それを勝ち抜くための迅速な決断と行動。 



２、オープンで合理的、効果的なアライアンス。（有機的な結合） 

３、巧みな成功報酬制度（インセンティブ）とそれによる優秀な人材の容易な結集。 

４、評価および責任の明確化と公正さ。（保有株式価値によって） 

５、敗者の退場（死）の基準が明確。（倒産によって） 

６、失敗のプロセス次第で、敗者の救済と復活が可能。 

７、高い労働流動性の故に、高いモラールで主体的に参加。 

８、資金は融資ではなく投資が主体。（株式価値の増大によるリターンが使命） 

 

 そしてこれらは相互に関係し合いワンセットで、独創的で強いR&Dを担う仕組みとして機能してい

ます。そしてこのためには必然的に小さな企業、つまりベンチャーにならざるを得ないと思われます。

またここで特に重要な点は、死ぬべきものと成長するものの評価と選別が市場原理により公正、的

確、冷徹におこなわれ、新陳代謝が大変活発である点です。まさしく優れた強いR&Dが、生まれ育

つ土壌となっている訳です。
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（２）日本企業のＲ＆Ｄの構造問題 

 前述の米国ベンチャー・システムにおける特徴は、そのまま裏返せば日本企業の R&D の課題で

あり、改革の指針だと思います。 

 とくに以下の点は日本の R&D における構造問題を考える上で重要だと思います。 

 

＜『ミルク補給型 R&D体制』の弊害＞ 

 前回も述べましたが、競争原理が働かずなにもしなくても死ぬおそれのない保護された組織は、

一般に弱体化します。これは銀行、ゼネコンや農業など、多くの保護された業界例を見ても明らか

です。ここで保護とは、回収を明確に意図しない資金が、習慣的に間断なくミルクのように補給され

ることと考えれば良いでしょう。死ぬべきものが死なず、生まれ変わりが阻害される。その結果それ

は部分的な死に止まらず、全体の死に繋がっていく。死ぬべきものが粛々と死ぬことが生き残るた

めの大変大切な原理であることを、今回も改めて強調したいと思います。 

 一般に日本の大企業では、R&D のコスト・パフォーマンスに対する意識が大変甘いように思いま

す。たいていの大企業では、R&D はプロフィット・センターでなくコスト・センターとみなされているの

ではないでしょうか？。極論するなら、日本の大企業の R&D はハイリスク・ノーリターンという価値観

で運営されているようにさえ思えます。つまりリスクに対するヘッジもリターンに対する追求も、米国

ベンチャーに比べ格段に甘いと思います。期間を限り成功の見通しが得られなければ、冷徹に退

場（倒産）を余儀なくされるベンチャーとは歴然と違います。 

 日本の「ベンチャー興し」でしばしば、「米国ベンチャーのようにハイリスクにチャレンジせよ」と言

われます。しかし外から見れば一見ハイリスクなのかも知れませんが、米国ベンチャーやその支援

家達にとって自らの行動は、結構ミドルリスクで、かつハイリターンなのではないでしょうか？だから

こそベンチャーが多く生まれるのではないでしょうか？ 

 例えば、私の知るあるベンチャー・キャピタル（VC）のファンドでは、ベンチャーの成功確率は８

０％だそうです。これは成績の良いファンドの例ですが、平均でも２０－４０％ではないでしょうか。



大企業における R&D の成功確率よりはるかにローリスクだと思います。「ベンチャーの成功確率は

千に三つ」だと良く言われますが、それは何も支援が得られなかったベンチャーを含めての話で、

もしそんな競馬みたいな投資をしているVCがあれば、多分すぐに退場を余儀なくされてしまうので

はないでしょうか。 

 つまり、R&D のリスクを低減しハイリターンを得ることに、知恵とノウハウの限りを尽くしている訳で

す。ベンチャーもミドルリスクでハイリターンだからチャレンジするのだと思います。私は米国ベンチ

ャー・システムの優れている点のひとつは、R&D のリスクを極小化する能力にあると思います。この

意味で日本の得意な「神風特攻隊的チャレンジ精神論」は、「ミルク補給的甘えの構造」と表裏一

体だと思います。それが端的に現れているのが、日本の大企業の R&D構造であり、日本の「ベン

チャー興し」なのではないでしょうか？ 

 

＜責任と人事評価があいまい＞ 

 組織が大きくなるほど、必然的に責任と評価はあいまいになります。とくに、先行的な R&D では、

結果が判明するのに３－５年もの時間がかかるため、個人の責任も評価も一層恣意的になってしま

います。このためその結果としての人事や報酬は、組織内に形成された派閥の論理と好感度とい

った、およそ能力や業績とはかけはなれた尺度で決められ勝ちです。結果として成果達成への挑

戦意欲は減り、特に先行的な R&D の効率は著しく低下することになります。これも前回に述べたこ

とですが、一般に多くの組織でその滅亡の兆候はまずその「人事」に現れるという歴史的事実を、

改めて真摯に受けとめるべきだと思います。 

 ハイテクにおける個人の貢献度を評価する点では、株価という、時間も合わせた積分値で市場か

ら評価される米国ベンチャーの評価システムは、極めて合理的だと思います。例えば、様々な理由

から個人がそのベンチャーを離れることがあっても、それまでの個人の貢献度への報酬が消失して

しまうことはありません。株を引き続き所有すれば、その後のベンチャーの成長に対する報酬もそれ

までの貢献度に応じて共有できます。ベンチャーの場合、ストック・オプションなどでインセンティブ

を与えることが一般的であるため、個人の貢献度に対する評価は一層公正・的確にできると思いま

す。 

 一方日本の企業ではどうでしょうか。私は個人の評価と言う意味では、ほとんど中世暗黒時代に

似ていると言っても言いすぎではないように思います。企業内では「和」や「組織」の力が強調され、

個人の権利や尊厳は軽視され勝ちです。しばしば個人の成果が知らぬ間に他人の成果になって

いたりさえします。これは「個」の権利や尊厳を守る「法」が企業内には存在しないためで、ある意味

で企業内は無法地帯と同じなのかもしれません。「個」の権益を守るという点では、守ろうとすれば

株式や法律で守ることのできるベンチャーの方がはるかに安全なのかもしれません。 

 

＜技術者の育成方針が間違っている＞ 

 日本では米国に比べて、技術者の社会的な地位が低いように思います。それは給料で比較して

も明らかですが、社会的な評価も低いように思います。日本では「技術者＝職人」的な見方が低流

にあって、頭から技術者は経営者としての能力に欠けると思いこまれているような気がします。確か

にそういう技術者も多いと思いますが、それは技術者にそういう能力が欠けているからではなく、技

術者の育て方が間違っているためではないでしょうか。 



 技術者のライフ・プランとして米国で一般的な、「技術者→ベンチャー事業経営者→ベンチャー・

キャピタリスト」という構図は、日本ではほとんど考えられていないのではないでしょうか。技術者は

いつまでも技術者のままで、やがて使い古され捨てられるという構図が一般的だと思います。ハイ

テク・ベンチャーは、技術者が事業を目指すところから生まれます。技術者が事業化を経験しなが

ら経営をいろいろ学んでいくことが、技術者教育にとって大変重要だと思います。私はこの当たり

前のことが技術者の育成方針となっていないところに、日本にハイテク・ベンチャーが生まれにくい

原因の一つがあるように思います。

*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*- 

 

（３）企業内をシリコンバレー化する 

 それでは、日本企業の R&D の構造をどう改革すればよいのでしょうか。 そのためには、まず企

業内でのR&D各部署の収支とコスト・パフォーマンスを明確にすることが必須だと思います。このた

めには R&Dにベンチャーの仕組みを導入することが極めて有効だと思います。これは見方をかえ

れば、R&D にも分社制を導入することと言っても良いのではないでしょうか。 例えば、R&D の各部

署が資本金（株式）を持ち、ベンチャーのように運営したらどうでしょうか。このとき企業内の出資部

門（例えば本社および事業部門）は、米国のベンチャーキャピタル（VC）のように、個人の明確な責

任の下、自由にいくつかの R&D部署に投資し、必要に応じて経営を支援します。 

 R&D 各部署の評価は、ベンチャーと同じくその未公開の株価で評価すれば良いと思います。ま

た R&D の成果を明確にするため、事業部門は開発費、ライセンス料、ロイヤリティなどを報酬として、

外部のベンチャーに対すると同様に各部署にも支払うようにすべきでしょう。当然、R&D 各部署の

倒産のルールを明確にしておくことも重要です。 

 R&D 各部署のリーダーは、ベンチャーの社長と同様に人事権や雇用権など経営全般の権限を

持つようにすべきでしょう。また各メンバーに対して、貢献度に応じストック・オプションでインセンテ

ィブを与えることは、当然必須です。 

 もちろん以上の活動は、当初は企業内にその範囲を限るとしても、順調に機能し始めれば徐々

に企業外の VCやベンチャーにも活動の対象を広げて行って構わないと思います。また、このよう

なインフラを支援するため、人事や経理・知財・法務などの企業内の専門家グループが、現在とは

違った意味で重要になると思います。とくに人事グループは、企業内人材派遣会社として企業内

の労働流動性を高めたり、敗者復活など敗者対応のセーフティ・ネットを作るなど、重要な役割を

担うべきと思われます。

*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*- 

 

（４）技術者にとっての「農奴開放運動」 

日本企業における R&D構造の様々な問題点に述べると共に、時代に合った強力な R&D を造るた

め、米国のベンチャーの仕組みを大幅に取り入れ、企業内をシリコンバレー化して抜本的に構造

改革することを提案しました。この提案は、従来の精神論的で表面的な社内ベンチャー制度とは全

く異なります。それらは多くの場合失敗に終り、ほとんど何の改革にも繋がりませんでした。それは

それらが、R&D の本質的な構造改革やインフラ構築にまで踏み込んでいなかったためと思われま

す。 



 日本の R&D の構造改革は小手先の改革では無意味であり、社会構造全てを含めた改革であら

ねばならないと思います。つまり、技術者の評価のあり方や個人と組織との関係、技術者や経営者

の育て方や科学技術教育のあり方など、日本のR&Dの構造を根底から変革する必要があると思い

ます。そして技術者達が活力を取り戻し、個人の能力を自由に思う存分発揮して、その社会的な地

位も高められるような改革であらねばならないと思います。この意味で「R&Dの構造改革」は、「ベン

チャー興し」とかなり重なるのではないでしょうか？ 

私は日本の技術者達を見ていて、ときどきふと中世ヨーロッパの農奴のようだと思うことがあります。

それで、さしずめ「R&D の構造改革」と「ベンチャー興し」は、日本の技術者にとって「農奴開放運

動」ではないかと思うのですが、いかがでしょうか？ 

 

*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*- 

（なんぶ・しゅうたろう） 

松下技研（株） 

snambu@mrit.mei.co.jp 

［本文は、著者の個人的見解であり、所属する組織とは無関係です。］ 

［無断禁転載。全ての著作権は著者に属します］ 

 



シリーズ 

「ベンチャー興しによる日本構造改革のシナリオ」 

南部 修太郎 

【禁無断転載】 

 

 最近、特にこの半年の日本のベンチャーを取り巻く環境の激変には、きっと皆さんも驚

かれていらっしゃることと思います。ナスダック・ジャパン構想の発表やそれに続くマザ

ーズ他の動き、さらには大企業による相次ぐ大型ファンドの設立など、まさに日本のベン

チャーにとって強力な追い風の連続です。特に最近のネットベンチャーをめぐる動きは、

ただでさえ過剰に反応しがちな我が国民性を反映して、バブルの再来を思わせます。 
 多分これから幾度かの反動や持ちなおしを経ながらも、これらを追い風にして日本の構

造改革は急激に進んでいくものと思われます。しかし日本の構造改革は、登山にたとえれ

ばいまだ２－３合目にしか達していないことを忘れてはいけないと思います。この変化を

支える基盤はまだ大変脆弱で、下手をすれば砂上の楼閣に成りかねない危険を孕んでいる

のではないでしょうか？こんな時こそ、方向を間違えずに造るべき基盤をしっかりと造り

ながら進むことが大切だと思います。 
 そこで今回はその基盤造りの基本となる、個人と組織の今後の新しい関係について私見

を述べたいと思います。 
 
第４回 「京都風 “自己中” のすすめ」 
 
１．何故、優良企業からベンチャーが輩出するのか？ 
 まず、日本では一見奇異に聞こえるこの問いかけから話を始めたいと思います。前にも

ご紹介（テックベンチャー２４）があったように、米国では、インテルやマイクロソフト

などの優良企業がベンチャーを輩出していることは、皆さんご存知のことと思います。最

近は日本でも、優良企業からベンチャーを始めたりベンチャーに参加する人が増えている

ように思います。また古くは、松下電器からのスピンアウトで三洋電機が生まれたりしま

した。 
 これは何故でしょうか？勿論前にもお話しましたように（テックベンチャー３８）優良

企業の経営者自身が、ベンチャーに対し大きな共感を持っていることが原因の一つだと思

います。ただ、私はそれだけではないように思います。 
 私は優良企業では個人の能力が十分に活かされていることが、もうひとつの大きな要因

だと思います。優良企業では、一人一人に大きな権限があたえられ、悪くいえば一人で二

人分や三人分の働きが要求される程こき使われているのではないでしょうか。そしてこの

ように個人の能力が最大に活かされると、必然的に個人の能力も大きく高められます。そ

の結果、自分自身に自信がつき、結局独立しようという考えに繋がっていくのではないで



しょうか。 
 個人の能力を最大限に活かすことが優良企業の必要十分条件ではないかと思います。そ

してそのことが、ベンチャー経営者をインキュベートしベンチャーを輩出することに繋が

っているのではないでしょうか？

*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-* 
 
２．個人の顔の見える経営 
 優良企業の特徴をもう少し違った面から見てみます。 ソニーのプレステ２の開発、発

売が最近話題になっています。確かに、コンセプトや企画、実行力など、どれを採っても

大変すばらしい商品だと思います。しかし私はそれ以上に、この事業を引っ張ってきた久

多良木さんのような人が育つ企業を、素晴らしいと思います。きっと普通の大企業なら、

そこに至るまでにとっくに潰されてしまっているのではないでしょうか。 
 優良企業には、このように個人の顔が見える企業が多いと思います。それは個人の能力

が活かされているからに他なりません。日本の多くの大企業がそうであるように、覇権主

義、膨張主義的な指向のもと中央集権化された組織は、権力と統制によってしか維持でき

ず、結局官僚的で個性が見えなくなり、やがて滅びてしまうのは歴史の必然ではないでし

ょうか。 
 経営力をたかめるには、従来の日本型経営とは異なり、個人の能力を高め組織の力に頼

らない経営を目指すことが大切だと思います。これからは、米国のように、生き生きした

能力を持つ個人の集合である企業しか生き残れないと思います。大企業にはよく、やたら

「組織として」という言葉を連発する人がいますが、どうもそういう人に限って能力に疑

問のある人が多いように思います。 
 中央集権型から分権強化型へ。統制より個人を活かす経営へ。優良企業の条件は、そん

なに難しいことではなく、極めて当たり前のことを当たり前に実行できるか否かにかかっ

ているように思います。

*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-* 
 
３．これからの優良企業は、個人事業者の集合体 
 個人を活かすためには、これからの企業や個人はいままでの滅私奉公的な関係から、も

っと個を重視した新しい関係に変わる必要があると思います。 
 最近日本でも、米国で一般的な成功報酬やインセンティブを加味した、契約社員型の給

与システムを、比較的評価が容易な営業職などから導入する企業が増えてきたようです。

そこでは個人のやる気に大きな差が生まれ、すでにかなり明確な経営効果が現れているよ

うです。社長より高給取の社員が現われるのも、多分そんな遠い未来ではなさそうです。 
一般に評価が難しい開発職などでも、前回に提案したようなベンチャーの仕組みを採用す

れば評価を明確に出来、導入は可能だと思います。 この仕組みは、個人にとって努力が

正当に評価されるだけでなく、企業にとっても経営効率を高めるうえで有効なため、その

採用が一段と加速されるのではないでしょうか。 
 皆さんは、松下幸之助の残した「社員稼業（Sense of Ownership）」という言葉をご存知



でしょうか？これは、企業に働く一人一人が、雇われているという意識ではなく、常に主

体的に創意工夫をし、自らが「夜鳴き蕎麦屋」のような個人事業主だという考えで働きな

さい。つまり社員ひとりひとりが個人で稼業を営んでいるのですよ、という意味です。こ

の考えは、企業に働く個人の単なる「心得」から、今新しく、前述のような雇用関係を意

味するものに進化しつつあるように思います。 
 つまりこれからの優良企業は、対等な関係で契約した、「社員稼業」を営むプロの個人事

業者の集合体に変化せざるを得ないと思います。その結果、組織と個人の関係も明確に変

わらざるを得ません。 このことは必然的に労働流動性を高め、個人の独立にも繋がって

いくと思われます。いやむしろこれからの優良企業は米国の優良企業のように、積極的に、

そんな個人と上手に付き合う仕組みや風土を身につける必要があるのではないでしょうか。

例ば企業によるベンチャー・インキュベーターの運営などは、今後是非検討すべきテーマ

のひとつだと思います。 
 これに対応して個人も「プロとしての自立」を目指し、変わる必要があると思います。

日本人の特徴を説明するとき、よく「グループ依存性が強い」「ブランド指向」「肩書き社

会」「他人の評価を気にする」「自分自身で考えない」などといわれます。これらを総称し

てアザーズ・ダイレクト（Others Direct：他人の指示依存）と表現された方もいますが、
これらは結構、日本人の本質を言い当てているのかもしれません。 
 しかし時間がかかっても、この点は変えなければいけません。「個人の能力を磨け」、「頼

りになるのは自分だけ」、「組織を頼るな」、「プロになれ」。最近良く言われることですが、

外国では当たり前のこれらの言葉が、今後遅かれ早かれ明確に一人一人の日本人に問われ

るようになると思います。

*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-* 
 
４．京都風「自己中」のすすめ  
 これからの優良企業は、対等な関係で契約した個人事業者の集合体に変化せざるを得な

いこと、そのためには個人も、アザーズ・ダイレクト的な性向を改善し、「プロとしての自

立」を目指すべく、変革が必要なことをお話しました。 
 ところで何故、京都では、京セラ、村田製作所、日本電産、ローム、任天堂などのすば

らしいベンチャーが輩出したのでしょうか？私は、それは京都にある独特の風土が最大の

要因ではないかと思います。それを京都風「自己中（心主義）」とでもいいましょうか。一

般に、「自己中」は関西人の特徴のようにいわれます。しかし同じ「自己中」でも、京都と

大阪では随分違うような気がします。（何も私が京都の生活が長くて、女房も生粋の京都人

だからという訳ではありませんが。） 
 京都風「自己中」は、簡単に説明すれば次のようでしょうか。他人に惑わされることな

く、自ら信じる所に忠実に。自分で考え、自由に自分流で、かつ頑固に。特に、権力にへ

つらわず、また世間の風潮にも流されない。自分に対する高い自尊心を持ち、自分の力を

信じ、いたずらに他人を頼らない。甘えない。その代表が、我が敬愛する先達の一人であ

る中坊公平さんでしょうか。 
ただ、これは京都人だけが持つ個性ではなく日本人の誰もが持つ遺伝子のようで、京都で



暮すと多分日本人なら誰でも、自然と感染しインキュベートされてくる性質のように思い

ます。つまり京都は、一見最も日本的に見えて実は最もアザーズ・ダイレクトでない、グ

ローバル・スタンダードに近い風土を有しているように思います。ノーベル賞受賞者が京

都に多いのも、この風土のせいだと思います。 
 私はこの意味で、これからの日本にとって大切なのは先日フジテレビ「報道２００１」

で放映された吉本風「あほ」よりは、むしろこの京都風「自己中」ではないかと思うので

すが、いかがでしょうか？（特にフジテレビ関係者の方々、竹村健一さん、いかがでしょ

うか？）

*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-* 
 
（なんぶ・しゅうたろう） 
松下技研（株） 
snambu@mrit.mei.co.jp 
［本文は、著者の個人的見解であり、所属する組織とは無関係です。］ 
［無断禁転載。全ての著作権は著者に属します］ 



シリーズ 

「ベンチャー興しによる日本構造改革のシナリオ」 

南部 修太郎 

【禁無断転載】 

 

 最近公共事業のあり方に関する論議が、前の衆議院選での民主党躍進を契機に、マスコミ

などで盛んになってきました。その論議の行方はともかくとして、実は知る人ぞ知るその

仕掛け人の一人である私にとって、この動きはまずは嬉しい限りです。 
ところで、公共事業とは若干性格が異なりますが、皆様良くご存知のようにベンチャー振

興にも多くの公的支援がなされています。実はこのあり方に関しても公共事業と似たよう

な課題があるように思えます。私はこれまで、このメール・マガジンでは、主に日本企業

の構造改革の指針について、私見を述べてきました。それは日本の構造改革には、まず日

本の大企業の構造改革が必須だと思うからです。しかし公的支援のあり方も日本の構造改

革にとって重要な課題だと思います。それで今回は視点を変え、このベンチャー行政につ

いて私見をまとめてみたいと思います。 
 
第５回 「ベンチャー行政に足りないこと、あれこれ」 
 
（１）公的支援は不要か？ 
 よく「ベンチャー振興に公的支援が必要か？」という論議がなされます。公共事業と同

じように支援が単なるばら撒きに終わるなら、それはベンチャー経営者の甘えを助長する

だけで、確かにかえって害でしかないと思います。しかし公的支援は、やり方に工夫は必

要ですが、私は日本の構造改革には絶対に必要だと思います。 
 ベンチャー先進国の米国でも、国立衛生研究所や軍関係を中心に、むしろ日本とは比較

にならない位多額の補助金が、多くの先端技術の研究開発に提供され、それがベンチャー

輩出の源泉となっていることを、皆さんはご存知でしょうか。また最近、構造改革に遅れ

る日本を尻目に、ベンチャー振興に大成功を収めている、台湾やイスラエルをみても、公

的支援がいかに大切かは論議を待たないのではないかと思います。特に古い体質からなか

なか脱皮できない日本では、公的支援は、その古い殻を破り構造改革を促す有効な手段の

ひとつとして、税金を使う趣旨にも合っていると思います。 
 ただ確かにやり方にはもっと工夫が必要だと思います。では従来の公的支援に何が足り

ないのでしょうか。以下思いつくままに、それらについて述べてみたいと思います。

*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-* 
 
（２）お客様意識が足りないのでは？ 
 私は実際にいろんなベンチャーの経営支援を行っていますが、その関係で公的支援の導



入についてもよく検討することがあります。ただ率直にいって、その種類の多さや複雑さ

には困惑します。また適用条件が大変細かく、記述表現も変に分かりにくいため、その理

解に苦しみがちです。さらには常に募集開始と締め切りの間が短く、これもまた使いにく

い原因のひとつです。審査についても、基準や判断の根拠が不透明です。一言でいって、

ベンチャーにとって大変使いづらいものになっているのではないでしょうか。このため、

「ベンチャー補助金申請士」みたいな商売も成立っている位です。 
 また多くの助成金は、年度で使いきることが義務つけられるなど、かなり硬直化した仕

組みになっています。このような硬直化した仕組みは、しばしば予期せぬ状況に遭遇する

「生き物」の経営では、結局無駄使いに繋がリ勝ちです。これでは本当に効果的な公的支

援は無理ではないでしょうか？ 
 これらの原因のひとつは、明らかに良く言われる「縦割り行政の弊害」なのですが、私

はそれだけではないように思います。私は「官」の側に、中坊公平さんがよく言われる「権

力の奢り」ではありませんが、少なくとも「産」では必須の「お客様意識」が足りないこ

とが根本の原因ではないかと思います。単に支援メニューを作るだけではなく、公的支援

を使う「お客様」の身になって、どうしたらもっと機動的かつ効果的に使っていただける

か、一度真剣に見直してみることが大事ではないでしょうか？例えば、補助金でも支給決

定後は特殊金融法人などにいったん全額保管し、あとは複数年にわたって、ベンチャーの

申請に応じて機動的に支給出来る様にするなど、効果を高めるための工夫の余地はいくら

でもあるのではないでしょうか。

*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-* 
 
（３）現場・現実を知る努力が足りないのでは？ 
 また「官」の側が、改革すべき現場の現実をどれだけ分かっているのかなと思うことが

よくあります。勿論「官」が現場・現実を十分に知ることは難しいと思います。しかし少

なくとも現場を知る人物を探し、見抜く力を養い、意見を聞く努力は大事ではないかと思

います。 
 山井衆議院議員（民主）によれば、現行の介護保険制度における課題の多くは、その法

案制定に、ヘルパーなど本当に現場を知る人が参画していなかったため、現場・現実から

遊離したものになっていることが原因だそうです。先日「そごう」処理で問題となった「瑕

疵担保条項」についても、同じことが言えるのではないでしょうか。 
 ベンチャー関連行政の政策決定にも、本当にベンチャー支援の現場・現実を知る人をど

れだけ参画させているのでしょうか？安易に「肩書き」や「ビッグネーム」や「こね」に

依存し、本当に改革すべき現場・現実を知る人物を探し見抜く努力を怠っているのではな

いでしょうか？むしろよくそういう場に登場される方達は、構造改革に関しては本当は守

旧派を代表する立場の方が多いように私は思います。構造改革がいつまでも先送りになっ

ているのは、そのような既得権益に浸かった人達の意見で諸施策が決定されているからで

はないでしょうか？  ベンチャー行政をもっと現場・現実の課題に対応したものにする

には、もっと現場・現実を知る努力（能力？）が必要なのではないかと思います。

*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-* 



（４）チェック（評価）＆フィードバックの仕組み作りの努力が足りないのでは？ 
 一般にどんな施策も、「プラン（計画）－ドウ（実行）－スィ（チェック：評価）」のサ

イクルが基本であることは、皆さんよくご存知のことと思います。ところが、日本のほと

んどの公共事業と同じくベンチャー支援策でも、このサイクルのうち「チェック（評価）」

の仕組みが欠けています。従って当然フィードバックによる見直しができません。「評価」

が甘くなるのはあらゆる保護された組織で見られる共通の現象ですが、公的支援において

も例外ではないと思います。 
 公的支援は、中長期戦略課題の解決に向け、まずは古い殻を破るひとつのトリガを与え

るものであるべきですが、同時にそれが更に次の構造改革へと連鎖、拡大していくような

ものでなければならないと思います。つまり、「フィードバックによりらせん状に改革が進

行していく仕組み」が必須だと思います。そしてそのためには「支援実施後の客観的デー

タ収集の仕組み（チェック）」が必須です。しかし、残念ながら従来の公的支援では、これ

らの仕組み作りの努力はほとんどなされていないのではないでしょうか。 
 例えば、ベンチャー振興には「育成」が大事と良く言われますが、この「育成」は誰に

でも出きるものではなくプロのスキルが必要です。最近日本でも経営参加（ハンズオン）

を標榜する VCが増えてきましたが、そのプロがほとんど存在しない日本では、結局思いだ
けに終わっている所が多いようです。このためこのプロを育てることは、「ベンチャー振興」

つまり「日本構造改革」にとって極めて重要な戦略課題のひとつで、このための補助金も

最近新設されています。しかしここでも他の補助金と同様に、「チェックーフィードバック」

の仕組みについては全く考慮されていません。同じ補助金でも従来のように支給してそれ

で終いではなく、「チェックーフィードバック」の仕組みを付加すれば、もっと効果の高い

施策が可能だと思います。 
 一例として、補助金を単にベンチャーに対して公募するのではなく、応募ベンチャーに

対してその目利きと共に育成の責任を負う「育成責任者」も合わせて公募し、必ずセット

で審査すればどうでしょうか。このとき「育成責任者」は、それまでの実績に応じて格付

けされていて、補助金の上限はその格付けに応じて決まるようにします。そして補助金交

付後も、定期的にそのベンチャーの成長実績を客観的データで評価し、その都度その実績

に応じて「育成責任者」を新しく格付けするようにします。このようにすれば、補助金で

ベンチャーを支援できるばかりでなく、真の経営参画能力を持つ米国型の VCを育てること
にも繋がり、先述の戦略課題解決に対する一つの有効な施策にもなるのではないでしょう

か？

*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-* 
 
（５）システム思考が足りないのでは？ 
 「日本は、部品作りでは優秀なのに、システム思考が足りない点が弱み」とよく言われ

ます。この現象はベンチャー行政にもあると思います。いろんな公的支援施策が個別には

たくさん存在しますが、バラバラで一貫性に欠け、それ等をまとめひとつのシステムとし

て、効果を極大化し機能させようという工夫は、ほとんどなされていないように思います。

これも正しく縦割り行政の弊害のひとつだと思います。 



 一般にベンチャー振興策は、税制、法制、教育、規制緩和、支援施策、補助金などを、

セットでシステム的に行うことにより、大きな相乗効果が期待できると思います。台湾や

イスラエルでベンチャー振興が成功したひとつの要因は、このようなシステム行政の成功

にあるのではないかと思います。しかし日本でこのようなシステム行政を担当する部署は、

一体どこにあるのでしょうか？他のあらゆる公共事業の場合と同様に、このようなシステ

ム思考をベンチャー行政にいかにして組み込むかは、日本式行政における大きな課題だと

思います。

*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-* 
 
（６）今後のベンチャー行政の主役は地方だ！ 
 ベンチャー行政について、足りないと思うことを、あれこれ述べてきました。しかし考

えてみれば、日本という単位はベンチャー振興のための様々な行政支援策を機動的効果的

に行うには少し大き過ぎるのではないでしょうか。特に前述のシステム行政を行うには大

き過ぎると思います。台湾やイスラエルに比べれば、１億２千万人の人口を有する日本は、

いわば中小企業に比する大企業と言ってもよいのではないでしょうか。これまでに構築さ

れた巨大な利権構造が複雑に交錯し、そのため構造改革の意思決定は常に遅れがちです。

まさしくタイタニックだと思います。つまり日本の構造改革は、全く大企業「日本」の構

造改革と等価なのではないでしょうか？ 
 皆さんご存知のとおり、大企業の構造改革では現場から遠い本社機能を縮小し現場を良

く知っている分社に大幅に権限を委譲することが一般的で有効な施策です。中央官庁を大

企業の本社と見れば、分社は地方自治体です。この意味でも、多くの人達が主張するよう

に、地方分権強化は今後の当然の方向だと思います。つまりこれからのベンチャー行政の

主役は、明らかに中央官庁ではなく地方が主役であるべきではないでしょうか？ 
 しかし、いくら主役といわれても、勿論現状はそんなに簡単ではないでしょう。では地

方がベンチャー振興で主役になるにはどうすべきでしょうか。次回に、それらについて私

見を述べたいと思います。

*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-* 
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